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１．はじめに

自動車交通や道路投資の包括的評価にあたっては，事故や大気汚染，騒音といった社会的損失を金銭的

に評価することが有益である。こうした社会的損失のうち，交通事故による損失が占める割合は小さくな

いものと思われる。

交通事故による人的損失としては，死亡だけでなく，様々なレベルの傷害があり得る。『交通安全白書

平成14年版』（内閣府編, 2002a）によれば，2001年の交通事故による負傷者数（死亡者を除く）は118万
955人にのぼり，死亡者数（8,747人；事故後24時間以内の死亡に限る）の135倍にものぼった。また近年
日本では交通事故による死亡者は減少傾向にある（1992年11,451人→2001年8,747人）ものの，負傷者数は
増加を続け（1992年84万4,003人→2001年118万955人），交通事故件数も増加を続けている（1992年69万
5,345件→2001年94万7,169件）。したがって，交通事故の損失評価あるいは交通事故対策の便益評価に際し
ては，死亡だけでなく傷害にも着目する必要があろう。

しかし日本ではこうした研究は十分ではない。総務庁 （1997） ，内閣府 （2002b） では交通事故によ
る損失を「人身損失」を含めて金銭評価しているが，主として逸失利益を算定したものであり，人々の選

好とは無関係である。兒山・岸本（2001）は日本における自動車交通の外部費用を試算し，交通事故によ
る損失額として７兆9,288億円，支払保険金を差し引いた外部費用として５兆168億円（外部費用総額の
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15%程度）という値を算出した。ここでは死亡については，人々の選好に基づく支払い意志額
（Willingness to Pay; WTP）を反映した確率的生命価値（the Value of a Statistical Life; VSL）が用いら
れているが，傷害については人々の選好に基づいていない労働能力喪失率表などが用いられている。

本研究ではこうした点を改善し，人々の選好に基づいた交通事故傷害削減へのWTPを明らかにする。
傷害を程度に応じてランク付けし，それぞれの傷害ランクが死亡に対してどの程度の重みをもつかを推計

する。またこれらの金銭的評価を行う。こうした分析によって，交通事故削減の便益評価，交通事故によ

る損失評価がより適切なものとなり得る。

２．日本における交通事故の損失評価

日本における交通事故の損失を金銭的に評価している例は，あまり多くない。『交通安全白書　平成14
年版』（内閣府編, 2002a）は，交通事故による経済的損失額を示している。これは内閣府（2002b）を要
約し紹介したものであり，総額は４兆2,850億円となっている。この内閣府（2002b）は主として総務庁
（1997）の手法を用いて最新のデータに基づき再度試算したものであり，総務庁（1997）では交通安全研
究プロジェクト（1994）が参考にされている。また総務庁（1997）による死傷者１人当たり損失額の評価
値は，道路投資の評価に関する指針検討委員会編（1999）でもそのまま採用され，死亡3,436万円（3,153
万円），重傷1,056万円（937万円），軽傷158万円（64万円）とされている（括弧内は損失額のうち人身損
失額）。

内閣府 （2002b）では経済的損失は４つに大別されている。「人身損失」，物的損失，事業主体の損失，
各種公的機関等の損失である（表１）。「人身損失」を構成するのは医療費，慰謝料，逸失利益など，物的

損失を構成するのは車両・構築物の修理費などである。また事業主体の損失とは，事故当事者の勤務先な

どが売上高や生産高の減少といった形で被る損失であり，各種公的機関等の損失は表１に示されているよ

うに，救急搬送費や警察の事故処理費用，保険運営費，事故による渋滞の損失などである。

この中で最も注意すべきは，ここで言う「人身損失額」がWTPアプローチに基づいていないというこ

表１　日本の内閣府による交通事故の経済的損失の試算



とである。「人身損失額」とは，被害者の過失相殺相当額を控除する前の治療関係費，慰謝料，休業損害，

逸失利益等を合計した総額とされ，表１に示すように１名当たり損失額は死亡で3,352万円，後遺障害で
1,152万円，傷害で65万円とされている。この「人身損失額」は，次節に述べる英国の道路交通評価費用
便益分析プログラムである『COBA 11』における「死傷関係費用」にほぼ対応させて比較することがで
きる（図１）。しかし内閣府（2002b）の「人身損失額」は，死亡については『COBA 11』における「死
傷関係費用」の７分の１以下，後遺障害では２分の１以下，軽傷では３分の１以下（以上，購買力平価に

よる換算）１）である。事業主体の損失と救急搬送費を考慮しても大きな変化はない。

この乖離のひとつの原因は，逸失利益の算定方法の差異である。内閣府（2002b）では逸失利益の算定
において，生活費控除を行ったうえ新ホフマン係数及びライプニッツ係数を乗じて算出される損害保険デ

ータを元にしているため，算定額が小さくなっている。しかし乖離のより大きな原因は，被害者や家族の

痛みや悲しみを反映した費用の扱いである。『COBA 11』ではこれに対応するものとして「人的費用」
（human cost）が計上されており，Department for Transport（1998）によれば死亡の場合で686,620ポン
ド（１億6,685万円）である。他方，内閣府（2002b）がこれに対応するものとして計上している慰謝料の
金額は明記されていないが，損害額の妥当性を検証するために行っている代替的方法によれば，慰謝料と

して死亡の場合で1,322万円が算出されたことを示している。後述するように，『COBA 11』の「人的費用」
はWTPアプローチに基づいているため，費用便益分析に用いるための値として，よりふさわしいもので
あるといえる。

兒山・岸本（2001）は日本における自動車交通の外部費用を試算し，その中の１項目として交通事故の
外部費用を計算している。そこではまず死亡と傷害による人的損失及び物的損失を損失額とし，そこから
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１）1999年の購買力平価は１ポンド＝243円，2002年下半期の裁定外国為替相場は１ポンド＝187円である。

図１　英国の「死傷関係費用」に対する内閣府（2002b）の算定項目の対応関係
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支払保険金を差し引いたものを外部費用と定義している。死亡による１人当たり損失額としては，確率的

生命価値である140万ECU（２億6,180万円）を採用している。これはWHOが主催した環境と健康に関す
る国際会議で報告された論文（Seethaler, 1999, Sommer et al., 1999）において採用された値である。様々
な文献に示された確率的生命価値をレヴューした結果であり，WTPに基づいた値である。
しかし他方で後遺障害については，確率的生命価値に労働基準局による労働能力喪失率を掛け合わせて

算出した値を便宜的に後遺障害の評価値とみなしている。障害等級第１～３級であれば確率的生命価値に

喪失率100%を乗じ，第４級であれば喪失率92%を乗じ，最も軽い第14級であれば喪失率の５%を乗じると
いう方法によっているのである。1997年度の後遺障害等級別分布に基づけば，この方法による後遺障害の
評価値の加重平均は5,935万円となる。しかし労働能力喪失率はWTPに基づいて定まった値ではないから，
結果として出てくる値はWTPに基づいたものではない。
また軽傷については日本損害保険協会（2000）による値をそのまま用いており，１人当たりでは67万円
である。これは治療関係費，慰謝料，休業損害，逸失利益などの合計であり，WTPに基づいたものでは
ない。

今長 （2001） は交通事故による死亡の費用を仮想評価法（Contingent Valuation Method; CVM）によ
って推計し，同時に傷害の費用を後述するスタンダード・ギャンブル（Standard Gamble; SG）によって
推計している。その結果，死亡の「人的費用」は１人当たり４億6,000万円（中央値），重傷については比
較的軽いもので690万円，最も重いもので４億5,090万円とされている。なお，ここでいう「人的費用」と
は『COBA 11』における「人的費用」と同じ概念であり，治療関係費や休業損害は含まれない。この研
究は日本でほとんどみられなかったWTPアプローチによる交通事故の損害評価の先駆例であり，予備調
査としての意義がある。しかしサンプル数が30と少なく，また回答者が交通関係の仕事をしている人に限
定されているという点は大きな問題である。また傷害分類が英国における分類に対応しているため，日本

における各傷害度の分布についてのデータが得られないことも問題である。

以上のように，日本では公的な評価においても学術研究においても，WTPに基づいた交通事故による
損失額の評価が十分になされてきたとは言い難い。交通事故に関連した公共政策の効率性を適正に評価す

るためには，この部分の研究を進展させる必要がある。

３．英国における費用便益分析と交通事故の損失評価

英国では交通投資の費用便益分析が制度化されている。交通省の道路に関する費用便益分析プログラム

の中で最も古くから用いられてきたものは，Cost Benefit Analysisを略して『COBA』とよばれ，現在の
バージョンは『COBA 11』である。『COBA 11』は2001年３月に，1996年から用いられてきた旧バージ
ョンの『COBA 10』から引き継がれた。『COBA 11』の解説書である『COBA 11 ユーザーマニュアル』
は『道路・橋梁デザインマニュアル（Design Manual for Roads and Bridge; DMRB）』の第13巻『道路ス
キームの経済評価（Economic Assessment of Road Schemes）』のセクション1としても位置付けられて
いる２）。

『COBA』の改定は単に情報のアップデートを目的としたものではなく，交通政策や政策評価をめぐる
様々な動きと連動している。英国では1998年７月に新交通政策を示した『交通白書』（Department of the

２）『DMRB』は以下に掲載されている。 http://www.archive.official-documents.co.uk/document/ha/dmrb/index.htm
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Environment, Transport and the Regions, 1998）が公刊され，統合的な交通政策が基本政策として掲げ
られるようになった。それに伴い，道路投資の評価手法も新しい基本政策に沿ったものへと改訂されるこ

とになった。

1998年から，費用便益分析の概念をより拡張し，包括的なフレームワークにより評価する「新しい評価
アプローチ（New Approach to Appraisal; NATA）」の考え方が採用されている。その具体的方法を示す
ものとして，同年に『NATAガイド（Guidance on New Approach to Appraisal; GNATA）』が公刊され
た。さらにNATAは道路のみならず全ての交通プロジェクトの評価に適用できるよう改訂され，2000年
３月，『GNATA』に代わる新しい指針が『マルチモーダル研究の方法ガイド（Guidance on the
Methodology for Multi-Modal Studies; GOMMMS）』の中に提示された。

NATAでは，交通プロジェクトは５つの目的に即して評価される。５つの目的とは環境，安全，経済，
アクセシビリティ，統合である。『GOMMMS』は各交通プロジェクトについて，これら５つの目的がど
れだけ達成されているかを１ページの「評価要約表（Appraisal Summary Table; AST）」にまとめるこ
とを求めている。

５つの目的のうち経済評価が通常の費用便益分析に相当し，主として『交通利用者便益評価

（Transport Users Benefit Appraisal; TUBA）』というコンピュータ・プログラムを用いて行われる。
『TUBA』では利用者便益（時間，燃料費，その他運行費の削減）とプロジェクトの費用とが比較され，
その結果は「交通経済効率表 （Transport Economic Efficiency  （TEE） table）」に簡潔にまとめられ
る。『COBA 11』が道路計画のみを対象としたプログラムであるのに対し，『TUBA』は総合的な交通計
画を経済的な観点から評価するためのプログラムである。また『COBA 11』は，経済評価に際しては総
交通量が固定されているのに対し，『TUBA』は交通の配分（経路選択）だけでなく総量の変化にも対応
したプログラムである。『COBA 11』は経路選択のみが変化するような小規模道路計画に用いることが認
められている。

このように『COBA 11』は，プロジェクト評価において経済評価以外の要素の重みが増したことと，
経済評価についても『TUBA』がより広く利用されるようになっていることから，利用がより限定的な
ものとなってきている。しかし『COBA 11』の特徴的な点として，『TUBA』では算定されていない交通
事故による死亡や傷害の削減による便益が，金銭的に評価されていることが挙げられる。そのため

NATAの枠組みにおいても安全性の評価については『COBA 11』が用いられる。ただし環境に関しては，
『COBA 11』においても金銭評価は行っていない。
『COBA』における交通事故の金銭的評価方法は，Hopkin and Simpton（1995）にまとめられている。

1988年以来，交通省は交通事故による死亡をWTPアプローチで評価してきた。交通事故の費用は後述の
ように「死傷関係費用（casualty-related cost）」と「非死傷関係費用（accident-related cost）」とに大別
されるが，傷害事故に関しても，「死傷関係費用」については1993年から，「非死傷関係費用」については
1994年からWTPアプローチが採用されている。これにより死亡事故と傷害事故との評価方法の整合性が
確保され，また費用便益分析とも理論的に整合的な方法となった。これらの改訂は交通研究所

（Transport Research Laboratory; TRL）において実施されたJones-Leeらの研究に基づく。
表２は『COBA 11』における交通事故費用の評価項目とそれぞれの評価値を，事故の種類別に示した

ものである。まず交通事故は「死傷関係費用」と「非死傷関係費用」とに大別される。「死傷関係費用」

を構成するのは生産損失（lost output），「人的費用（human cost）」，医療・救急サービス費用である。
生産損失とは，交通事故に遭っていなければ将来得られたであろう所得の現在価値である。「人的費用」

スタンダード・ギャンブルによる交通事故傷害の経済評価
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は被害者や家族の痛みや悲しみを反映した費用である。医療・救急サービス費用は字面通りである。これ

らは死亡，重傷，軽傷に分けられ，発生件数を考慮した加重平均値も算出されている。なお交通省では，

死亡は事故発生後30日以内の死亡を指し，重傷とは事故後30日以降の死亡，交通事故傷害による入院，骨
折，震盪，内臓損傷，粉砕，重度の裂傷などを指す。軽傷とは重傷と診断されない捻挫，裂傷，その他何

らかの手当てが必要な症状を指す。

「非死傷関係費用」を構成するのは物的損失（damage to property），保険運営費用，警察費用である。
これらも死亡，重傷，軽傷，物損のみの事故に対応して算出され，物的損失と警察費用については道路種

別の事故の特性を考慮するため，都市部，郊外，自動車専用道の３つに区分した評価値が採用されている。

損失額の推計値をみると，死傷関係費は死亡の場合で1,047,240ポンドに達しているが，そのうち66%に
相当する686,620ポンドが「人的費用」である。同様に「人的費用」の割合は重傷の場合で81%，軽傷の場
合で77%，全体では75%となっている。このように被害者や家族の痛みや悲しみを反映した「人的費用」
が大きな割合を占め，逸失所得である生産損失は比較的小さな割合となっている。

この「人的費用」は，死亡については総損失額から生産損失と医療・救急費用を差し引くことで算出し

ている。死亡の総損失額は顕示選好法及び表明選好法によるいくつかの研究のレヴューにより1987年価格
で500,000ポンドと設定された。これには生産損失と医療サービス費用が含まれる。この値は１人当たり
GDPの増加を反映させると1998年価格で1,047,240ポンドとなる。
他方，重傷の「人的費用」の算定方法にはスタンダード・ギャンブルが採用された。具体的方法につい

ては次節以降で述べるが，死亡を１としたときの各傷害ランクの重みが０から１の間の数値で表現される。

ここで１の重みを持つ死亡に対応する損失額として，死亡の人的損失額686,620ポンドに消費額の推計値
である約30万ポンドを加える。消費額を加えるのは財やサービスの消費は人生の楽しみの一部をなすため
であると説明される。これを基準として，スタンダード・ギャンブルで推計された各傷害ランクの重みを

掛け合わせ，発生頻度で加重平均することで重傷の「人的費用」95,410ポンドが算出される。
軽傷の「人的費用」についてもJones-Leeらの研究に基づいている。軽傷はむち打ち（約20%）とその

他（約80%）とに分類され，むち打ちについてはWTP調査に基づき重傷の一部よりも重いものとみなさ

表２　『COBA 11』における交通事故の損失評価額（1998年価格，ポンド）
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れた。重みとして0.035を採用し，金銭評価額は25,490ポンド（1994年価格）とされた。その他の軽傷につ
いては，軽い切り傷やすり傷をちょうど埋め合わせることができる金額を質問することで，120ポンド
（1994年価格）という値を得ているため，加重平均で5,190ポンドとされた。1998年価格では6,980ポンドと
されている。

生産損失，医療・救急費用を加えた「死傷関係費用」は，死亡で1,047,240ポンド，重傷で117,670ポン
ド，軽傷で9,070ポンドである。購買力平価で日本円に換算するとそれぞれ，２億5,448万円，2,859万円，
220万円となる。

４．JONES-LEEらによる交通事故傷害の損失評価

前節で述べたように，Jones-Lee et al.（1993, 1995）は交通事故による死亡に対する傷害の重みを推計
している。これは傷害の損失額を評価する際に用いることが可能である。われわれの調査でもスタンダー

ド・ギャンブルについてはJones-Leeらのメイン・スタディの方法を踏襲しているため，本章ではこの内
容をやや詳しくみておこう。

４．１．フィージビリティ・スタディ

メイン・スタディに先立ち，1990年にフィージビリティ・スタディが実施された。重傷が重さにより７
カテゴリーに区分され，これに「むち打ち」，「通常の健康状態」，「即死」を加えた10カテゴリーのカード
が用意された。４タイプの質問票が作成された。まず４タイプ全てに共通する質問として，回答者は10枚
のカードを最も良いものから最も悪いものへと順番に並べることを求められた（ランキング）。続いてこ

れら10枚のカードを０点（最も悪い）から100点（最も良い）で評価する（ビジュアル・アナログ・スケ
ール）。これは回答者に10枚のカードの内容に慣れてもらうことと，回答者の同質性を確認するためのも
のである。次にリスクという概念に関する簡単な説明と，それを十分に理解しているかどうかを確かめる

ための質問がなされる。続いて４タイプの質問に分かれる。

１）１度だけ購入することで廃車まで傷害のリスクが削減されるような仮想的な安全装置に対するWTP
を聞くCVM。

２）１年に１回購入することで傷害のリスクが削減されるような仮想的な安全装置に対するWTPを聞く
CVM。

３）リスク交換比率の質問。ある種類の傷害リスクが一定量増加するとき，それを許容するためには別の

種類の傷害リスクがどれだけ減少すればよいかを聞く。

４）スタンダード・ギャンブル。回答者は交通事故で傷害を受けたものとし，通常の治療を行えば何らか

の確実な結果を生むものとする。しかしもしある特別な治療を行いそれが成功すれば，通常の健康状

態に戻るものとする。ところがこの特別な治療は成功するとは限らず，もし失敗すれば通常の治療の

結果よりも望ましくない何らかの結果を生むものとする。ここで特別な治療方法がどの程度の失敗確

率（及び成功確率）であれば，通常の治療方法と特別な治療方法とが無差別となるかを聞くことで，

様々なタイプの傷害の相対的な重みが推定される。

いずれの質問票でも回答者は上限値，下限値，最良値を回答する。例えばCVMであれば，上限値は
「これ以上はまず支払う意思がない」という金額であり，下限値とは「これ以下なら確実に支払う意思が

ある」という金額である。最良値とは「支払いを決意するのにもっとも迷う」ような金額である。

スタンダード・ギャンブルによる交通事故傷害の経済評価
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フィージビリティ・スタディでは各タイプ36サンプル，計144サンプルが分析され，以下の結論が得ら
れた。傷害の表現は適切であり，ランキングとスケーリングは実用性がある。リスク交換比率の質問は難

し過ぎる。CVMでは上方バイアスが生じる可能性があるものの，いずれのタイプも実用的である。しか
し自動車の保有期間を予測する難しさや，勤務先の自動車を運転している場合があることなどを考慮する

と，安全装置を１年に１回購入するという想定のほうが望ましい。スタンダード・ギャンブルは，バイア

スが見られないことや回答者の答えやすさなどから最もうまくいっている。なお，Dolan et al.（1995）
において，このフィージビリティ・スタディにおけるリスク交換比率の質問とスタンダード・ギャンブル

とが詳細に比較されている。

４．２．メイン・スタディ

フィージビリティ・スタディの結果をもとに，メイン・スタディはスタンダード・ギャンブルと，安全

装置を１年に１回購入するという想定のCVMとの２タイプで実施されることになった。調査は1991年，
英国全土の17歳以上の男女を対象として面接方式で実施された。有効回答数はスタンダード・ギャンブル
が409件，CVMが414件で，それぞれ抽出されたサンプル数の約50%に相当する。
メイン・スタディでは傷害のカテゴリーが一部修正された。公式の統計で軽傷として分類されている

「むち打ち」が除かれたほか，重傷についても若干の統合や追加が実施された結果，「通常の健康状態」，

「即死」を合わせて10カテゴリーとなった。このカテゴリーはわれわれの調査においても用いているため，
表３に示している。

メイン・スタディでも10枚のカードを良いものから順に並べるランキングと，それらに得点をつけるス
ケーリングが行われ，続いてリスクの概念の説明とその理解度の確認（リスク・テスト）が行われた。こ

こから先はスタンダード・ギャンブルとCVMとで別々の質問になる。
スタンダード・ギャンブルは，表４に示す８つのカードの組み合わせについて行われた。用いられたカ

ードはK，R，S，X，W，Jの６枚である。回答者には99/100から10/100の「特別な治療」の成功確率及
び対応する失敗確率から，これ以上の成功確率であれば必ず「特別な治療」を選択するというような確率

を選択してもらう。また同時に，これ以下の成功確率であれば絶対に「特別な治療」を選択しないという

確率，「通常の治療」と「特別な治療」のいずれを選択しても無差別となるような確率を選択してもらう。

どのようなリスクであっても「特別な治療」を選択しないという回答も認められる。

１つ目の質問を例にとると，もしRが比較的J（健康）に近い（軽い傷害である）と感じるならば，あ
えて高いリスクを冒すことはないであろうから，選択される成功確率は高く（失敗確率は低く）なる。逆

にもしRが比較的K（即死）に近い（重い傷害である），すなわちJから遠いと感じるならば，多少のリス
クを冒してももはや失うものはあまり大きくないから，選択される成功確率は低く（失敗確率は高く）な

る。

つまり図２に示すように，選択される失敗確率はJからKへの距離（=１）を基準とした，JからRへの
相対的な距離と考えることができる。傷害が軽いほどJからRへの相対的な距離は短くなり，傷害が重い
ほど相対的な距離は１に近付く。

ここで選択された失敗確率をπで表し，傷害Rのリスクに対する貨幣の限界代替率をmR，K（即死）の
リスクに対する貨幣の限界代替率をmKで表すとき，これらの比であるmR/mKは貨幣を媒介として，Kの重
みを基準としたRの相対的な重みを表す。したがってπ=mR/mKとみなすことができる。

他の傷害リスクについても同様に貨幣の限界代替率を考えることができるから，調査の集計結果から
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mR/mK，mS/mK，mX/mK，mW/mK（mW/mSとmS/mKの積より）がわかる。ランキングとスケーリングの結

果をもとに，mL=mN=mK，mV=mX，mF=mWを仮定する。またすべての傷害の発生状況を考慮した加重平

均をmIで表す。その結果を表5に示している。平均値は中央値より大きくなっているが，重傷を回避する
ためのWTPを表す値としては平均値がより望ましいとしている。

CVMは以下のように行われた。スタンダード・ギャンブルと同様にK，R，S，X，Wの5枚のカードを

スタンダード・ギャンブルによる交通事故傷害の経済評価

表３　Jones-Lee et al.（1993）における傷害度の分類

成功　 失敗　
①　 J　 K　
②　 J　 K　
③　 J　 R　
④　 J　 R　
⑤　 J　 K　
⑥　 J　 S　
⑦　 J　 S　
⑧　 J　

R　
S　
S　
X　
X　
X　
W　
W　 X　

通常の治療　
特別な治療　

表４　スタンダード・ギャンブルで用いたカードの組み合わせ



－138－

会計検査研究　№27（2003.3）

用いる（Jは使用しない）。K，R，Sについて年間リスクを4/100,000だけ削減すること（K1，R1，S1と表
記する），及びS，W，Xについて年間リスクを12/100,000だけ削減すること（S2，W2，X2と表記する）
を仮定する。回答者は現在のリスク水準についての情報も与えられる。回答者はまず上記の６シナリオに

優先順位をつける。０ポンドから500ポンドまでの値と，「500ポンド以上」という選択肢が与えられてお
り，優先順位の高いカードから順に価格を選択する。

死亡及び傷害への貨幣の限界代替率は，回答されたWTPを，対応する削減リスクで割ることで得られ

図２　傷害Rへの評価と選択される失敗確率との関係

最小　 ベスト　 最大　 最小　 ベスト　 最大　
0.203　 0.233　 0.310　 0.080　 0.150　 0.250　
0.122　 0.151　 0.195　 0.020　 0.050　 0.050　
0.051　 0.055　 0.069　 0.000　 0.000　 0.000　
0.022　 0.020　 0.036　 0.000　 0.000　 0.000　
0.104　 0.117　 0.149　 0.038　 0.056　 0.072　

出所）Jones-Lee et al. (1993)

平均値　 中央値　

mR/mK　
mS/mK　
mX/mK　
mW/mK　
mI/mK　

表５　Jones-Leeらのスタンダード・ギャンブルの結果

最小　ベスト　最大　 最小　ベスト　最大　 最小　ベスト　最大　 最小　ベスト　最大　

0.684 0.826 1.064 0.500 0.750 1.000 0.675 0.875 1.275 0.600 1.000 1.111

0.482 0.602 0.800 0.400 0.500 0.600 0.486 0.640 0.924 0.399 0.505 0.800

0.196 0.242 0.327 0.167 0.250 0.333 0.202 0.262 0.382 0.167 0.250 0.333

0.157 0.198 0.273 0.133 0.167 0.200 0.178 0.232 0.336 0.139 0.200 0.267

0.144 0.179 0.240 0.100 0.133 0.200 0.163 0.210 0.301 0.111 0.167 0.222

0.333 0.407 0.533 0.265 0.349 0.440 0.344 0.443 0.632 0.286 0.409 0.527

0.264 0.321 0.419 0.209 0.289 0.376 0.276 0.352 0.502 0.230 0.348 0.415
出所）Jones-Lee et al. (1993)

集計値をもとにその比を計算したもの　 非集計値の比をもとに計算したもの　
平均値　 中央値　 平均値　 中央値　

mR/mK

mS1/mK

mS2/mK

mX/mK

mW/mK

mI1/mK

mI2/mK

表６　Jones-LeeらのCVMの結果



－139－

る。死亡への限界代替率と各傷害への限界代替率との比を示したのが表６である。各傷害のWTPの最小
値，最大値についても，分母のmKはベストの値を用いて算出したものである。これらの値は死亡の重み

を１としたときの各傷害の重みである。mI1/mKはmS1/mKを用いた加重平均，mI2/mKはmS2/mKを用いた加

重平均である。なお，表6の左半分は全サンプルのWTPの平均値や中央値をまず算出した上で限界代替率
の比を計算したものである。右半分はまず各サンプルのWTPをもとに限界代替率の比を計算した上で，
それらの平均値や中央値を計算したものである。しかし結果はいずれも大きくは異ならない。

スタンダード・ギャンブルの結果と同様，平均値は中央値より大きくなっている。また全体にスタンダ

ード・ギャンブルの結果よりも大きな値となっている。

S2の削減リスクの幅はS1の３倍であるから，S2へのWTPはS1へのWTPの3倍程度であれば自然である。
もしそうであれば，これらを削減リスクで割った値である貨幣の限界代替率は概ね等しくなり，当然なが

らmkとの比も等しくなる。しかし表６に示されているようにmS1/mKはmS2/mKの２～2.5倍となっており，
リスク削減幅が変化してもWTPはあまり変化していない（スコープ無反応性）。その結果，小さなリスク
に対して十分にWTPが減少しないという形で上方バイアスが生じている可能性がある。また10枚のカー
ドに点数をつけるスケーリングでも同様のバイアスがみられる。

これらの結果から，Jones-Leeらは，バイアスの見られなかったスタンダード・ギャンブルによる推計
を，傷害の重みとして最も信頼性が高いものとしている。

５．日本での調査の考え方

われわれの調査ではJones-Leeらの研究をふまえ，バイアスが生じる可能性が低いスタンダード・ギャ
ンブルを実施した。スタンダード・ギャンブルの具体的な方法についてはすでに述べたが，ここでスタン

ダード・ギャンブルの考え方を改めてもう少し詳しく述べておこう。

スタンダード・ギャンブルについて解説する前に，QALYアプローチについて解説した方が良いだろう。
QALY（Quality Adjusted Life Year）とは，さまざまな健康状態の望ましさを統一的な指標で表現する
アプローチである。QALYアプローチにおいては，全ての疾病・傷害は，死亡状態を０，完全に健康な状
態を１とした０から１までの間の数値によって表される。これはQALYウェイトと呼ばれる。QALYウェ
イトとは，基数効用を前提とした期待効用理論にとっては，死亡状態の効用を０，完全に健康な状態の効

用を１と基準化した場合の，ある健康状態が与える効用に他ならない。個人にとってのある健康状態で過

ごす生活の望ましさとは，０から１までの数値で表されたQALYウェイトと，その健康状態で生存する年
数とを掛け合わせたものとなり，

QALY＝Σiu（Qi）×Ti

と表現することができる。ここでQiはある健康状態，u（Qi）はQALYウェイト，TiはQiでの生存年数を示

す。この「質的差異調整済み余命年数（QALYs）」によって，医療・交通安全・環境など人間の生命に関
わる諸政策がもつ社会的満足度を数値化し，それらの費用効率性を比較することが可能になる。QALYの
単位は時間であるが，これに救命１年あたりの価値（Value of Statistical Life Year）を掛け合わせれば，
貨幣的な単位となり，その操作可能性は増す。

QALYの計算のためにQALYウェイトを導出するには，いずれもアンケートによる以下の３つの方法が

スタンダード・ギャンブルによる交通事故傷害の経済評価
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ある。１つは回答者に死亡を０，完全に健康な状態を１とする温度計のような物差しを与え，特定の健康

状態をこれによって表現させるアナログ・スケール（Visual Analogue Scale; VAS），１つはある健康状
態で過ごす年月を回答者に与え，完全に健康な状態で過ごす年月がいくらであればこれと無差別になるか

を答えさせるタイム・トレードオフ（Time Trade-Off; TTO），そしてもう１つがスタンダード・ギャン
ブルである。

スタンダード・ギャンブルでは，回答者は「ある特定の健康状態から通常の健康状態へ戻るために，ど

の程度の死亡リスクを受け入れるつもりがあるか」を問われる。例えば回答者は２つの選択肢，「片腕が

使えない等，現状のままでの健康状態（Qc）」，「確率pで成功する手術を受ける」が与えられる。回答者
は，手術が成功すれば完全に健康な状態（Q1）に戻るが，失敗すれば死亡（Q0）してしまう。このよう

な設定で，手術の成功確率がどの程度であれば，この手術を受けるかどうかが尋ねられる。「現状のまま

での健康状態」が非常に忌避すべきものであれば，たとえ成功確率が非常に低くても，回答者は手術をす

すんで受けようとするだろう。すなわちフォンノイマン型効用関数で表現すると，

u（Qi）＝p・u（Qi）＋（１－p）・u（Q0）

となるような確率を回答者は答える３）。

Nord（1999）は，既存のQALYアプローチに対する批判的な検討をおこない，社会的公平性の概念を
取り入れた指標の開発を提案している。こうした方法は，費用効果分析の方法論を豊かにするという利点

があるようにも思われるが，自動車事故の社会的費用を算出するという，本論文でのわれわれの目的には

そぐわない。なぜなら，自動車事故の外部性を金銭的に評価するためには，後に述べる確率的生命価値を

QALYウェイトに乗ずるなどして援用せねばならないが，確率的生命価値の概念自体は社会的公平性への
配慮を排除した値であるので，方法論的に矛盾が生じる値どうしを掛け合わせることになってしまうから

である。したがって，われわれはあくまでも私的な観点からのスタンダード・ギャンブルをおこなうこと

とした。

しかしながら，そうした値があまりに社会的な通念からかけ離れたものになってしまうと，社会的費用

の算出根拠として用いることの受容可能性は低くなってしまうかもしれない。このことを検討するため，

われわれは社会的な観点を含んだ（ただし傷害を負っているグループと健康なグループとが別々に存在す

るという不公平さに関する考慮は含まない）スタンダード・ギャンブルも実施し，比較をおこなった。こ

ちらのスタンダード・ギャンブルは，あくまでも一個人の健康状態を評価するが，それを「手術を実施す

る医者」という第三者の立場からおこなってもらうというものである。このことによって，社会的公平性

への配慮や利他的動機は排除しつつ，社会的受容力のある重み付けをおこなうことができるのではないか

と思われる。

３）このとき傷害のリスクに対する貨幣の限界代替率の比が失敗確率（1－p）と近似的に等しいことは，Carthy et al.（1999） に従

うと次のように説明できる。

u（Qi）＝p・u（Q1）＋（1－p）・u（Q0）とするとき， ＝　　　　　　　　　で近似される。よって，

＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　＝１－p である。

mi

m0

u（Q1）－u（Qi）

u（Q1）－u（Q0）

mi

m0

u（Q1）－p・u（Q1）－（1－p）・u（Q0）

u（Q1）－u（Q0）

（1－p）｛u（Q1）－u（Q0）｝

u（Q1）－u（Q0）
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６．調査の方法

調査は全国の2,800世帯を対象とし，郵送で実施した。後述する４タイプの質問票を700通ずつ配布した。
各都道府県に人口比率に応じて調査対象数を割り振り，全国の電話帳データ（『黒船2001』：株式会社デ
ータスケープアンドコミュニケーションズ）を用いて無作為に送付先を選定した。アンケート票に同封し

た依頼状には，宛先となっている本人または18歳以上の家族に回答してほしい旨記載した。2002年３月に
調査票を送付し，返送を確認できなかった対象先に対しては15日後に再度依頼のはがきを送付した。主と
して３月中に，一部については４～６月に，合計446件の返送を得た。
前節の検討をふまえ，質問の方法は２種類に分けて実施した。第１はそれぞれの傷害が回答者自身に起

こったことを想定するものであり，通常の私的な選好を問うものである。第２はそれぞれの傷害が他者に

起こったことを想定するものである。これは通常の私的な選好とは異なり，社会的選択として傷害の回避

にどれだけのWTPがあるかを問うものである。傷害分類についても後述のように，日本の後遺障害別等
級表に基づくものと，Jones-Leeらによる英国交通研究所（TRL）の研究で使用された分類に基づくもの
の２種類を使用した。

以上から，タイプPJ（私的選好を日本の等級表に基づき測定），タイプSJ（社会的選択を日本の等級表
に基づき測定），タイプPT（私的選好をTRLの分類に基づき測定），タイプST（社会的選択をTRLの分類
に基づき測定）の４タイプのアンケート票を作成した。

傷害分類の第１はJones-Leeらが使用した分類と同一のものである（表３）。しかし日本の交通事故傷害
データはこの分類には対応していない。もし各傷害の発生確率が日本と英国とで同一であるとみなせるな

らば特に問題は生じない。しかし両国の交通事故死者に関するデータをみると，例えば英国では歩行中ま

たは自転車乗車中が30.4%，乗用車乗車中が49.9%であるのに対し，日本では各42.0%，27.0%となっている。
また人口10万人当たり交通事故死亡者，負傷者数は，英国の各5.9人，540人に対し日本は各8.2人，830人
である。こうした傍証からも，交通事故による様々なレベルの傷害の発生確率は両国でかなり異なると考

えられる。そのためこの分類による調査結果は，個々の傷害の重みを英国における調査結果と比較するた

めに用いることはできるが，日本の交通傷害全体としての死亡に対する相対的な重みの測定に用いるには

慎重さが必要である。

傷害分類の第２は日本の後遺障害別等級表における分類に基づくものである。これに基づくと傷害件数

に占める後遺障害件数や，後遺障害等級別分布のデータが利用可能である。

後遺障害別等級表は第１級から第14級までの各等級について，それぞれ５～16項目にのぼる後遺障害が
列挙されている。例えば第１級では次の通りである。

１　両眼が失明したもの／２　咀嚼及び言語の機能を廃したもの／３　神経系統の機能又は精神に著

しい障害を残し，常に介護を要するもの／４　胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し，常に介護を必

要とするもの／５　両上肢をひじ関節以上で失ったもの／６　両上肢の用を全廃したもの／

７　両下肢をひざ関節以上で失ったもの／８　両下肢の用を全廃したもの

複数の身体障害があるときは重い方の身体障害の該当する等級によるが，条件によっては最も重い身体

障害が最大３級繰り上げられる。後遺障害別等級表はそのまま一般人を対象としたアンケートに用いるに

は複雑すぎるため，表７のように後遺障害を７段階にまで簡略化し，「J 通常の健康状態」，「F 軽傷」，
「K 即死」を加えた10枚のカードを作成した。後遺障害の中身も最大で５項目となるよう簡略化した。ま

スタンダード・ギャンブルによる交通事故傷害の経済評価



たこれらのカードには模式図を添えることで，傷害の程度や部位をイメージするための補助とした（図３）。

なおJones-Leeらが用いたものと同じ傷害分類のカードについては，模式図を添えていない。また集計
の便宜のため，いずれの傷害分類についても同じアルファベットを付したが，同じアルファベットであっ

ても同程度の傷害を表しているわけではない。ただし傷害の重さの順位については両分類で同じになるこ

とを想定して作成した。

他に日本で利用可能な傷害分布に関するデータとしては自賠責保険の受傷部位別傷害度別傷病数があ

り，傷害の程度が１（軽度），２（中等度），３（重度），４（重症），５（重篤），６（瀕死）の６段階に

分類されている。これは米国自動車医学会（The Association for the Advancement of Automotive
Medicine; AAAM）が作成した簡易傷害度スケール（The Abbreviated Injury Scale; AIS）を参考にして
いる（財団法人日本自動車研究所・筑波大学社会医学系法医学, 1992）。しかしAISは解剖学的に傷害を詳
細に分類し，それを6段階の傷害度に対応させたものである。一般人を対象としたアンケートに用いるに
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表７　後遺障害別等級を元にした傷害度の分類
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はかなりの工夫が必要であるため本研究では用いない。

われわれの調査ではまず問１で10枚のカードを最も良いもの（「J 通常の健康状態」）から最も悪いもの
へと順番に並べるランキングをしてもらった。続いて問２で最も良い「J 通常の健康状態」を100点とし，
最も悪いもの（即死とは限らない）を０点とするとき，各カードが何点に相当するかを記述してもらった。

問３から問10がスタンダード・ギャンブルの質問であり，K，R，S，X，W，Jの６枚のカードのみを
使用し，すでに表４に示したJones-Leeらと同じカードの組み合わせで行った。
スタンダード・ギャンブルの質問票の一部を文末の付図１～２に示している。私的な選好を測定するタ

イプPJ及びタイプPTでは次のような質問を行った。回答者本人が交通事故に遭い，病院に運ばれたこと
を想定する。もし「通常の治療方法」を行えば，必ずカードRのような状態となる。しかし「特別な治療
方法」を選択すると，成功すれば「J 通常の健康状態」になるが，失敗すれば「K すぐに気を失い，まも
なくそのまま死亡する」になる。ここで「特別な治療方法」の成功確率（失敗確率）を示す表から次の３

つの水準を選択してもらう。

① これ以上であれば「特別な治療方法」を必ず選択すると思う水準に○をつける。

② これ以下であれば「特別な治療方法」は絶対に選択しないと思う水準に×をつける。

③ このくらいであれば，どちらを選択するかいちばん迷うと思う水準に△をつける。

治療にかかる費用や，後遺障害が起こった場合の所得の減少などは考慮せずに，けがの痛み，恐怖，生

活上の不便など，肉体的・精神的な苦痛のみを考慮するよう注意書きを付した。同様の問いをカードの組

み合わせを変えて計８回行った。

他方，社会的な選択を測定するタイプSJ及びタイプSTは以下のように異なる。まず回答者は交通事故
の当事者ではなく，「患者に対し適切に助言すべき立場（例えば医者）」であると想定する。そして交通事

故に遭い病院に運ばれてきた患者に対して，どのような治療を勧めるかを問う。後は同様で，「特別な治

療方法」の成功確率（失敗確率）を示す表から次の３つの水準を選択してもらう。

① これ以上であれば「特別な治療方法」を必ず勧めると思う水準に○をつける。

② これ以下であれば「特別な治療方法」は絶対に勧めないと思う水準に×をつける。

スタンダード・ギャンブルによる交通事故傷害の経済評価

以下のうち，いずれかの後遺障害を負う　

片眼を失明し，もう一方の視力が　
0.1以下になる。　

神経または内臓に大きな障害が残り，　
非常に軽い仕事しかできない。　

片腕または片足が完全に使えない。　

両足の指をすべて失う。　

図３　傷害カード（タイプPJ, SJ）の例
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③ このくらいであれば，どちらを勧めるかいちばん迷うと思う水準に△をつける

なお，社会的な選択を行う際，回答者の年齢にかかわらず，回答者が想定する患者の年齢により判断が

異なってくる可能性がある。例えば患者が若く余命が長ければ，長期にわたり重い障害を負って生きるこ

とによる損失が大きいと判断され，比較的リスクが大きくても「特別な治療」が選択されるかもしれない。

想定する患者の年齢階層を複数設けて調査することが望ましいが，十分なサンプル数を得るのが困難であ

るため，あえて対象となる患者の年齢を明示しないことにより，回答者自身に判断を委ねた。

また日本の後遺障害別等級表に基づく分類のカードには，最大５項目の障害を列挙しており，それらの

うちすべてではなく，いずれかを負うという想定をしている。そのためある障害に着目すればカードRは
カードSより望ましいが，別の障害に着目すれば逆転するといったことも起こりうる。しかしわれわれの
判断により非常に限られた特定の部位や特定の機能の障害に絞り込むとすれば，その段階で入り込む恣意

性が無視できなくなる。そこで，回答者がいくつかの障害から総合的に障害の重さを判断できる余地を残

すため，あえてこれ以上の絞り込みは行わなかった。

質問票の最後では回答者の属性に関する質問を行った。

７．調査の結果

７．１．属性

アンケート票の回収状況を表8に示している。最下行はランキング，スケーリング，スタンダード・ギ
ャンブルのいずれかに有効な回答があったものの数と，送付数に対する割合を示している。いずれも100
件前後のサンプルが得られたとはいえ，回収率は15%程度となっており，十分に高いとは言えない。アン
ケート内容が難解であることや，分量が12ページとやや多いこと，一方的にアンケート票を送付する郵送
調査であったことなどが影響しているものと考えられる。

表９～14は回答者の運転免許の保有状況，回答者の家庭での自動車保有状況，１年以内の運転者または
同乗者としての自動車への乗車状況（バス，タクシーなどは除く），回答者または家族の自動車事故の経

験，世帯人員数，性別を示している。運転免許保有者が80%を超えている。また自動車を保有している世
帯も80%を超えており，自動車の運転，同乗経験にいたっては90%を超えている。これらの数字は日本全
体の傾向をかなり反映していると考えられるが，運転免許保有比率が日本全国をかなり上回っていること

や，回答者に占める男性の比率が70%前後となっていることには留意が必要であろう。アンケート票の送
付先は電話帳データに基づいているため，宛先は基本的に世帯主となる。この結果，回答者に男性が多く

なったものと考えられる。また自動車を運転しないことを理由に白紙でアンケート票を返送された例もあ

り，運転免許の非保有者の関心が相対的に低かったことも影響している可能性がある。

このようなサンプルの偏りは年齢からも推察される。表15は回答者の年齢階層ごとの比率を全国の年齢
階層ごとの比率（分母は20歳以上人口）と比較しているが，アンケートへの回答者は若年層の比率が低く，
高年齢層の比率が高かったことが分かる。

表16は回答者本人が過去１年間にどれだけ自動車を運転したかを示している。5,000～10,000kmを中心
として分布しており，概ね標準的とみなせるであろう。

表17～18は回答者の職業と家計全体の税込み年収を示している。職業は概ね自然なばらつきがあるとみ
られるが，すでに職業生活を引退した人が多かったためか「その他の職業・無職」の比率がやや高いよう

である。また税込み年収が「200万円以上400万円未満」が４分の１を占めたのも，「その他の職業・無職」



の比率が高いことと関係している可能性がある。
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表８　アンケート票回収状況

表９　運転免許の保有状況（％）

表10 自動車保有状況（％）

表11 自動車の運転・同乗経験（％）

表12 事故の経験（％）

表13 世帯人員数（％）

表14 性別（％）



７．２．ランキングとスケーリング

10枚のカードを良いものから順番に並べるランキングの結果を表19に示している。数字は順位を表して
いる。タイプPJ及びSJではLよりもK（即死）の方が平均値がかなり小さくなっている。しかし順位の中
央値をみると明らかに逆転しており，即死が最も悪いという結果になっている。

他方，タイプPT及びSTでは，LとKとで平均値はほぼ等しい。なおこれと同じカードを用いている
Jones-Leeらの調査結果では，LよりもKの方が平均値がわずかに小さくなっている。中央値についてはと
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表15 年齢階層（％）

表16 自動車による走行距離（％）

表17 職業（％）

表18 年収（％）



もにKが最も大きい。われわれの調査結果はJones-Leeらの結果と矛盾しないものといえるだろう。
次に各傷害カードに０点から100点までの点数をつけるスケーリングの結果を表20に示している。ここ

では上記の傾向がいっそう明瞭となる。タイプPJ及びSJでは，LよりもKの点数の平均値が高く，タイプ
PJではKはNの点数さえも上回っている。しかし中央値はいずれもKが最も小さい。
他方，タイプSTではLよりKの方が平均値が高得点となっているが，タイプPTではLの方が高得点であ

り，タイプPTとSTを合わせたものの平均点もLの方が大きい。中央値はいずれもKが最も低い点数であ
る。Jones-Leeらの結果はタイプSTと同様，平均値と中央値で逆転がみられる。このように，最も重い後
遺障害よりは即死の方が望ましいと考える人々が一定数存在する。

７．３．スタンダード・ギャンブル

スタンダード・ギャンブルの回答の集計にあたっては，主として以下のような方針に従った。

①○が２ヶ所以上にマークされている場合，最も低い成功確率（最も高い失敗確率）を採用する。

②△が２ヶ所以上にマークされている場合，平均値を採用する。

③×が２ヶ所以上にマークされている場合，最も高い成功確率（最も低い失敗確率）を採用する。

④マークされている成功確率は高いものから順に○，△，×となるはずである。しかしこれらの順序に

誤りがあるものがみられた。８問のスタンダード・ギャンブルの質問のうち，１問のみにこのような

誤りがあった場合は，その回答のみ無効とする。２問以上に誤りがあった場合はスタンダード・ギャ

ンブルへのすべての回答を無効とする。

⑤○，△，×のうち１つ，または２つのみに回答が記入されているものも有効とし，記入されているも

ののみカウントする。

⑥○と△とが同じ欄に記入されている場合，○，△ともカウントする。
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表19 ランキングの結果（％）

表20 スケーリングの結果（％）



⑦△と×とが同じ欄に記入されている場合，△，×ともカウントする。

表21はスタンダード・ギャンブルの結果として推計された，傷害の死亡に対する重み付けの推計値を示
している。mR/mK，mS/mK，mX/mK，mW/mK（mW/mSとmS/mKの積より）はそれぞれ傷害等級R，S，X，
Wの死亡に対する重み付けを表している。
これらの重みを各傷害分類の発生確率で加重平均したmIの導出方法は，Jones-Leeらと同様である。タ

イプPJ及びSJについては，ランキングとスケーリングの結果をもとにmL=mK，mN=mR，mV=mXを仮定し

た。また傷害カードに対応していない後遺障害の各等級についても，表22に示すようにK，R，S，X，W
のいずれかに対応させた（みなし傷害分類）。その際，できるだけ下位の等級に統合することで損失の過

大推計を避けることを原則とした。その結果mIは，タイプPJについては平均値で0.224（0.166～0.355），
中央値で0.224（0.101～0.394）となった。同じくタイプSJについては平均値で0.236（0.139～0.345），中央
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タイプPJ タイプSJ
最小　ベスト　最大　 最小　ベスト　最大　 最小　ベスト　最大　 最小　ベスト　最大　
0.334 0.415 0.573 0.250 0.438 0.600 0.256 0.431 0.571 0.200 0.400 0.550
0.332 0.403 0.569 0.250 0.400 0.600 0.248 0.405 0.548 0.200 0.400 0.550
0.244 0.313 0.435 0.100 0.300 0.450 0.229 0.342 0.441 0.150 0.300 0.400
0.092 0.147 0.281 0.050 0.150 0.330 0.067 0.155 0.266 0.040 0.160 0.275
0.166 0.224 0.355 0.101 0.224 0.394 0.139 0.236 0.345 0.100 0.230 0.341

タイプPT タイプST
最小　ベスト　最大　 最小　ベスト　最大　 最小　ベスト　最大　 最小　ベスト　最大　
0.226 0.376 0.510 0.200 0.400 0.500 0.208 0.410 0.557 0.200 0.413 0.550
0.169 0.304 0.461 0.100 0.300 0.500 0.164 0.324 0.470 0.100 0.300 0.500
0.100 0.195 0.279 0.010 0.100 0.150 0.100 0.219 0.320 0.010 0.175 0.200
0.026 0.072 0.146 0.005 0.045 0.100 0.021 0.081 0.159 0.005 0.060 0.125
0.137 0.237 0.342 0.081 0.201 0.295 0.132 0.257 0.369 0.081 0.232 0.326

注）網掛けは5%水準で有意差があるもの　

平均値　 中央値　 平均値　 中央値　

平均値　 中央値　 平均値　 中央値　

mR/mK

mS/mK

mX/mK

mW/mK

mI/mK

mR/mK

mS/mK

mX/mK

mW/mK

mI/mK

mR/mK

mS/mK

mX/mK

mW/mK

mI/mK

mR/mK

mS/mK

mX/mK

mW/mK

mI/mK

表21 傷害の死亡に対する重みの推計値

表22 傷害分類の統合



値で0.230（0.100～0.341）となった。いずれも平均値と中央値との間に大きな乖離はみられない。
タイプPT，STについては，ランキングとスケーリングの結果からJones-Leeらと同じくmL=mN=mK，

mV=mX，mF=mWとみなして特に問題ないとみられる。各傷害の発生確率については英国と日本では異な

ると考えられるが，英国における発生確率をそのまま用いて参考値としてのmIを算出した。その結果，

タイプPTについては平均値で0.237（0.137～0.342），中央値で0.201（0.081～0.295）となった。同じくタイ
プSTについては平均値で0.257（0.132～0.369），中央値で0.232（0.081～0.326）となった。これらについて
も平均値と中央値との間に大きな乖離はみられない。

傷害分類が同一であるタイプPJ-SJ間の比較及びタイプPT-ST間を比較することで，傷害が回答者本人
の問題である場合と，本人以外の問題である場合とで選好が異なるかどうかを確かめることができる。

しかしタイプPJ-SJ間で平均値を分析したところ，有意水準５%で差がないとはいえなかったものは，
mR/mK，mS/mKの最小値のみであった。またタイプPT-ST間ではすべて有意水準５%で差がないという結
果であった。このように私的な選好を問うた結果と社会的な選択を問うた結果とでは，傷害分類にかかわ

らずほとんど統計的に有意な差はみられなかった。

しかしタイプPT及びSTの結果とJones-Leeらによるスタンダード・ギャンブルの結果（表５）とを比
較すると，若干の相違がみられる。タイプPT及びSTはJones-Leeらと比較して全体に大きな値をとって
おり，とくに中央値でその傾向が顕著である。この原因として考えられるのは，Jones-Leeらが「特別な
治療」の成功確率がどれだけ高くてもそれを受け入れないとする回答を，選択肢として明示的に示してお

り，それらを成功確率100%が選択されたデータとして集計していることである。実際に，程度の軽い傷
害に関してはそのような選択肢が相当の割合で選択されている。この点を明らかにするためにわれわれは

追加調査を行ったが，「「特別な治療」の成功確率がどれだけ高くてもそれを受け入れない」という選択肢

を明示した場合と明示しなかった場合とで，有意な差はごく一部の質問でしか確認できなかった４）。

７．４．スタンダード・ギャンブルの整合性テスト

８問のスタンダード・ギャンブル質問のうち，上記の傷害の重み付けに直接的に利用したのは４問のみ

である。残りの４問は，回答者が表明した選好に整合性があるかどうかをテストするのに用いた。この方

法もJones-Leeらに依拠している。
すでに表４に示したように，連続する２つの質問は「通常の治療方法」あるいは「特別な治療方法」が

失敗した場合の帰結のいずれか一方のみが変化している。例えば問３と問４とでは「通常の治療方法」の

みが異なっており，問４と問５とでは「特別な治療方法」が失敗した場合の帰結のみが異なっている。

問３　Rまたは，成功すればJ，失敗すればK
問４　Sまたは，成功すればJ，失敗すればK
問５　Sまたは，成功すればJ，失敗すればR
ここで，問３と問４の回答と，ランキングへの回答から，以下のような方法で回答の整合性を確かめる

ことができる。

もしS＞R（SがRよりも選好される）であるならば，SよりもRの方がKに近いことを意味している。よ
ってRの状態ではSの状態と比較して，もはや失うものはあまりない。そこでSよりも低い成功確率であっ
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４）2002年10月２日から７日の間に，神戸大学及び神戸商科大学の学生を対象として追加調査を行った。有効サンプル数は295件であ

った。詳細については別稿を予定している。



ても「特別な治療方法」を選択するのが合理的である。つまりもしS＞Rであるなら，問３で選択した成
功確率は問４で選択した成功確率よりも小さくなるはずである。逆にもしS＜Rであるなら，問３で選択
した成功確率は問４で選択した成功確率よりも大きくなるはずである。ランキングへの回答からS＞Rで
あるかS＜Rであるかを判断し，スタンダード・ギャンブルへの回答が上記の合理性を満たしていればそ
れを「強く整合的」とする。

逆にランキングでS＞Rとしていながら問３で選択した成功確率の方が大きい場合と，S＜Rとしていな
がら問３で選択した成功確率の方が小さい場合は，「強く不整合的」とする。S＞R，S＜Rのいずれであ
っても問３と問４とで選択された成功確率が同じであれば「弱く整合的」とする。

問４と問５以下の組についても同様に整合性を確かめることができる。その結果をまとめたのが表23で
ある。

すべての問いの組について，上段はランキングにおいて通常の選好を示す多数派の回答者の整合性を，

下段は通常と異なる選好を示す少数派の回答者の整合性を示している。多数派についてはすべて「強く整

合的」が「強く不整合的」を上回っている。この結果はJones-Leeらと同様であり，全般として良好な結
果であるといえる。しかしJones-Leeらの調査と比較してやや「強く不整合」の比率が高くなっており，
特にタイプPJのSとRの選好に関する整合性では「強く不整合」の割合がかなり大きい。郵送調査では面
接調査と異なり，回答者の理解度に応じて個別に説明することができない。回答者に十分に質問を理解し

てもらうことができなかった結果，このように不整合の割合が大きくなってしまったのかもしれない。他

方，下段の少数派については，「強く不整合」が「強く整合」を上回るものが多くなっている。同様の傾
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表23 整合性のテスト（括弧内は％）



向はJones-Leeらの調査でも観察されており，それらはランキングの際に回答を誤ったものと解釈されて
いる。本研究でもそのように解釈してよいだろう。

８．金銭評価

推計された交通事故による傷害の死亡に対する重みの値の使途が費用効果分析のみであれば，必ずしも

傷害による損失額を金銭的に表現する必要はない。しかし費用便益分析に用いるためには金銭的に表現す

る必要がある。１人の死亡による人的損失額が金銭的に表現できるならば，その損失額に傷害の重みを掛

けることで傷害による損失を金銭的に表現できる。費用便益分析と理論的に整合的な死亡による人的損失

額はWTPに基づかなければならない。よってここで採用すべき人的損失額は確率的生命価値に基づく。
ただし確率的生命価値には生産損失も含まれているため，人的損失額は確率的生命価値からこれらを差し

引いたものと考える。

８．１．確率的生命価値の検討

確率的生命価値（the Value of a Statistical Life; VSL）という言葉に含まれている「価値」とは，個人
の支払い意志額のことである。支払い意志額とは，ある財・サービスと引き替えに，その個人がすすんで

支払おうとする最大金額に他ならない。あるリスク削減幅（△R）の獲得に対して個人が支払っても良い
と考える最大の金額を，△Rで割ったものが，確率的に発生する１件あたりの死亡回避に対する支払い意
志額，すなわち確率的生命価値となる。

確率的生命価値＝リスク削減幅（△R）に対する支払い意志額÷リスク削減幅（△R）

確率的生命を評価する手法には大きく分けて２つの流れがある（Viscusi 1993）。１つは間接的なアプ
ローチを採用するもので，人々が現実におこなった行動に関わるデータから，支払い意志額を類推する。

もう１つは，直接的に支払い意志額をアンケートで聞いてしまう方法である。前者は顕示選好アプローチ，

後者は表明選好アプローチと呼ばれる。いずれのアプローチでも，最終的な目標は個人の支払い意志額を

導き出すことである。ただし表明選好アプローチの下では，人々が虚偽の回答をしたり，質問者の意図す

るところを汲み取らない回答をする可能性を回避するために，さまざまな工夫が必要になる。

顕示選好アプローチによって確率的生命価値を評価する代表的な手法の１つが，ヘドニック賃金法であ

る。ヘドニック賃金法では，賃金水準を決定する要因として労働者の学歴や経験年数や労働組合加入率と

ともに当該職種の労働災害死亡率があると考え，回帰分析を行い，限界的な労働災害死亡率変化に伴う賃

金の変化を推定する。完全競争市場を仮定すると，これは労働者が１単位の労働災害死亡リスク上昇を受

け入れるのに必要な金額と考えることができる。

一方の表明選好アプローチを用いた方法は，郵送，面接などのアンケートを用いて，人々がリスク削減

と引き替えにどれだけの支払いをしても良いと考えているかを直接的に尋ねるものである。表明選好アプ

ローチについてはアンケートの設計如何によって得られる結果が左右されることが指摘されており，これ

まで多くの研究が，どのようなアンケート調査内容であれば，バイアスの少ない，より信頼できる金額を

推計できるかという課題に取り組んできた。表明選好アプローチのうち代表的な手法である仮想評価法の

テキストであるMitchell and Carson（1989）は，さまざまなバイアスの可能性を検証し，回避や緩和の
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方法について詳しく考察している。

表明選好アプローチの分析技術が発展するとともに，そのリスク分野への適用例も増えつつある。

Jones-Lee（1985）は，交通事故リスクに関して仮想評価法を用いた大規模な調査をおこない，確率的生
命価値に関して，中央値で50万ポンド（約1.5億円）や77万ポンド（約２億円）といった推計結果を得た。
Krupnick et al.（2002）は，リスクの中身を特定化しない形での調査工夫を施した仮想評価法調査をおこ
ない，120万カナダドル（約１億円）や380万カナダドル（約3.1億円）といった推計結果を得た。山本・
岡（1994）は数少ない日本での適用例であり，同じく仮想評価法を用いてトリハロメタンを除去できる架
空のろ過器に対する支払い意志額を尋ね，22億円から35億円という結果を得た。また竹内他（2001）は
Krupnick et al.（2002）と同様の仮想評価法による調査を日本でおこない，平均値で0.62億円や2.6億円と
いった結果を得ている。

８．２．交通事故傷害の金銭評価額

前節の検討結果より，確率的生命価値として唯一絶対の値を確定することはできないが，ここではさし

あたり，確率的生命価値から生産損失を差し引いた死亡の人的損失額として１億5,000万円を採用するこ
ととする。

この値に，すでに表21に示したmIの推計値をかけることで重度傷害１件当たりの人的損失額が算出さ

れる。平均値を用いた結果を示すと，まず私的な選好に基づいたタイプPJによれば3,363万円（2,489万～
5,321万円），タイプPTによれば3,549万円（2,050万～5,132万円）となる。また社会的な選択に基づいたタ
イプSJによれば3,545万円（2,087万～5,168万円），タイプSTによれば3,858万円（1,975～5,533万円）となる。
さて，ここまでは専ら重度傷害を対象としてきたが，交通事故による傷害の圧倒的多数を占める軽傷の

損失評価についても検討しておくべきであろう。まずタイプPJとSJについては次の通りである。
今回のメインの調査ではスタンダード・ギャンブルを行うカードに軽傷に相当するFは含まれていなか

った。そこで前述（脚注４）の学生を対象とした追加調査において，Fを含めたスタンダード・ギャンブ
ルを行い，重傷の中では最も軽いWに対するFの重み（mF/mW）を測定した。その結果，メインの調査に

おけるタイプPJと同じ形式による質問への回答では，平均値で0.163（0.071～0.200），中央値で0.100
（0.010～0.100）という重みが推計された。この値に，すでに推計されているmW/mKを掛け合わせることで

mF/mKの値を得る（表24）。するとタイプPJの平均値で0.0239（0.0066～0.0563），金銭評価額は359万円
（98～845万円）となる。
他方，タイプPTとSTについてはJones-Leeらの方法を援用して試算しよう。Jones-LeeらはCVMによる
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表24 軽傷の重み付け（mF/mK）と金銭評価



調査の中で，短期間で完治する軽い切り傷やすり傷をちょうど埋め合わせることができるような金額を問

うている。その結果は102（77～136）ポンドであった。これは死亡の「人的費用」を１とすると0.00025
（0.00019～0.00034）に相当する５）（この部分は便宜的に英国で表明された選好を用いる）。しかし英国の傷

害分類ではむち打ちも軽傷に分類されており，それらは件数で軽傷の約20%を占める。フィージビリテ
ィ・スタディによれば，むち打ちは重傷に分類されるXとWとの間にある。タイプPTにおける平均値は
mX/mK=0.195（0.100～0.279），mW/mK=0.072（0.026～0.146）である。むち打ちのうち半数はXに等しく，
残る半数はWに等しいと仮定し，その他の軽傷を合わせて加重平均することで，軽傷全体の重みを算出す
る。その結果，0.0269（0.0127～0.427）となった。金銭評価額は403万円（190万～641万円）である。
同様にして算出されるタイプPTの中央値，タイプSTの平均値と中央値を用いた軽傷の重みと金銭評価

額は表24に示す通りである。
以上で推計された自動車交通事故による死亡または傷害（重傷，軽傷）１件当たりの損失額をまとめた
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表25 「人的費用」のまとめ

５）1994年価格の「人的費用」510,880ポンド（Hopkin and Simpson, 1995）を1990年価格に換算した403,966ポンドを基準としている。



のが表25の左側である。これに基づき「人的費用」の年間総額を試算したものが表25の右側である。『交
通安全白書　平成14年度版』によれば，2000年度の交通事故による死亡者は9,639名，傷害件数は1,153,965
件，後遺障害件数は52,533件である（自損事故は含まない）。これらの数値を１件当たり損失額に掛け合
わせたものである。タイプPJの平均値に基づくと総額は年間７兆3,564億円（３兆8,878億～13兆9,945億円）
となる。

ここで本研究と既往研究の結果を比較しておこう。表26に示すように，内閣府（2002b）と比較すると
本研究で推計した「人的費用」は，死亡，重傷，軽傷のいずれについても，内閣府（2002b）の「人身損
失」（医療費，逸失利益等を含む）よりかなり大きな値となっている。内閣府（2002b）で損害額の妥当
性の検証のために算定した代替的方法による「慰謝料」と比較するとその開きは10倍にもなる。ただし死
亡，重傷，軽傷の推計値の比はさほど異ならない。

他方，本研究の推計値は『COBA 11』及び兒山・岸本（2001）と比較すると全体としてオーダー的に

は大差はない。本研究は兒山・岸本（2001）の死亡と重傷の値を下回っているが，これは兒山・岸本
（2001）で死亡の人的損失額として２億6,180万円を採用したためであり，仮に１億5,000万円を採用してい
たとすれば，重傷については本研究とほとんど一致する。

９．まとめと課題

本稿ではスタンダード・ギャンブルにより，交通事故による死亡に対する傷害（重傷，軽傷）の損失の

重みを推定した。これに死亡1件当たりの人的損失額をかけることで，傷害１件当たりの人的損失を金銭
的に表現し，死亡の損失と合わせて，交通事故による１年当たり人的損失額を試算した。この結果は内閣

府などが試算してきた数値を大きく上回る。

しかしこの結果にはいくつかの留意が必要であり，実用に供するためにはいっそうの研究が必要である。

日本全体では交通事故による傷害の発生件数が膨大であるため，傷害の重みの推計値がわずかに変化した

だけでも金銭評価額は大きく変わってくる。まず測定方法に関する留意点をいくつか挙げよう。

第１に，タイプPT，STではJones-Leeらの調査と同じ傷害分類を用いたにもかかわらず，傷害がJones-
Leeらの結果より重く判断されている。選好が両国で異なる可能性もあるが，いずれかの調査において何
らかのバイアスが発生した可能性もある。あるいは郵送によったわれわれの調査では回答者の理解が不十

分となり，こうした結果につながった可能性もある。質問がさらに複雑になるような調査を可能にし，ま
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た正確性を期するためには，郵送調査よりは面接調査の方が望ましい。

第２に，Jones-Leeらはサンプルの抽出に細心の注意を払っており，また回収率の向上に多大な努力を
払っている。その結果として十分に全国民を代表できるサンプルを得ることに成功している。しかし本研

究では電話帳データをもとに抽出し，郵送調査によった結果，予期していたことではあるがサンプルに偏

りがみられる。十分な予算・人員体制のもとで，偏りのないサンプリングを行い，面接調査を行い，回収

率を向上させるに越したことはない。

第３に，日本のデータに基づく傷害の分類はより適切なものが考えられるかもしれない。タイプPJ，
SJで用いた傷害分類は事故直後の治療が一通り済んだ後の，後遺障害に焦点を当てていた。タイプPT，
STで用いた傷害分類のように，痛みの程度や入院期間などを具体的に表現した方が回答者にとってはわ
かりやすいかもしれない。また列記された各種の障害のすべてではなく，いずれかが起こるという想定は

明らかにわかりにくいため，改善することが望ましい。さらに軽傷についてはカードFの表現で十分に軽
傷を代表できているとは断言できない。ただしこうした表現を工夫する際には，それに対応した傷害の分

布データが得られることが前提となる。

こうした測定上の課題のほか，推計値を用いる上でも検討すべき課題がいくつかある。本稿は英国での

分類上の「人的費用」に焦点を当てたが，他に医療・救急費用や生産損失，警察費用といったさまざまな

費用項目がある。これらの項目のいくつかは内閣府などの詳細な試算で計上されているが，生産損失を算

出する際に被害者本人の消費を控除することの是非など，検討すべき点がいくつか残されている。また本

稿では損失がどれだけ発生しているかに着目し，そのうちどれだけがドライバーにより負担されているか

という点は無視してきた。自動車交通の外部費用を測定する際には，どのような項目を控除するか，事故

の過失責任割合をどう処理するかといった課題も出てくる。こうした課題の検討や具体的試算は別稿に譲

ることにしたい。
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付図１　アンケート票（タイプPJ, PT）のみほん（第２ページ）

ここから先は10枚のカードのうち，K，R，S，X，W，Jの６枚のカードのみをご用意ください。以下の
質問について，（あ）（い）（う）となっている部分を，これら６枚のカードで置き換えながら，お考えく

ださい。

あなたは交通事故にあい，病院に運ばれたとします。もし「ふつうの治療方法」を選ぶと，あな

たは必ず（あ）のような状態になります。他の「特別な治療方法」を選ぶことも可能ですが，そ

の場合の結果は確実ではありません。成功すれば，あなたはすぐに（い）のような状態になりま

す。失敗すれば，あなたは（う）のような状態になります。

状況 どちらの治療方法を選ぶか
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付図２　アンケート票（タイプPJ, PT）のみほん（第３ページ）

問３　「状況」の（あ）の部分に，カードＲ

（い）の部分に，カードＪ

（う）の部分に，カードＫ　を置いて，お考えください。

ふつうの治療法では　　必ず　Ｒ　の状態になる

特別な治療方法では　　成功すれば　Ｊ　　　失敗すれば　Ｋ　の状態になる

あなたは「特別な治療方法」を，成功する確率がどの程度であれば，選択しますか。

④ これ以上であれば「特別な治療方法」を必ず選択すると思う水準に○をつけてください。

⑤ これ以下であれば「特別な治療方法」はぜったいに選択しないと思う水準に×をつけてください。

⑥ このくらいであれば，どちらを選択するかいちばん迷うと思う水準に△をつけてください。

なお，治療にかかる費用や，後遺障害が起こった場合の所得の減少などは考慮せずに，けがの痛み，恐

怖，生活上の不便など，肉体的・精神的な苦痛のみを考慮してください。


